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　公共施設整備に係る事務の一元化に伴い事務量が増大することが想定される。適正に事務を執行するには建築専門職の
増員と人材育成を行う。

　営繕工事を発注する際、設計違算の防止の観点から精度の
高い設計書の作成が求められる。

・市有建築物の建築及び改修工事等（以下「営繕工事」とい
　う。）の監督業務を行う。
・事業主管課が行う営繕工事の設計業務委託に参加協議（以
　下「設計協議」という。）し、適正な設計図書の作成を指
　導・助言する。

　適正な工事内容での発注及び監督業務を的確に実施できる
ようになり公共建築工事の品質向上に寄与できた。
　事業主管課の設計業務に積極的に関与することにより、適
正な設計図書の作成を導いた。

・営繕事務処理要領を改定する。
・営繕工事に係る工事の監督
　新築・改築工事２件、耐震補強・改修工事24件、
　設備工事16件、修繕工事２件
・設計協議への参加
　28件

４月　1000万円から130万円超に拡大する要領改正を実施
３月　公共施設整備に係る事務一元化に伴い営繕工事、設計
　　　業務及び修繕工事の各事務処理要領を制定した。
・営繕工事に係る工事の監督
　新築・改築工事２件、耐震補強・改修工事18件、
　設備工事21件、修繕工事１件
・設計協議への参加
　35件（延べ129回参加、事前相談約60件）

継続

営繕工事事務

職員のみ

01-080101-14 営繕事務に要する経費
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地方自治法

　事業主管課で設計した建築工事等について、営繕課におい
て発注及び監督を行うことにより、監督業務の統一と雌雄建
築物の工事の品質向上を目指す。

※R１年度から当課で設計業務の発注及び監督業務を行うため、設計協議は廃止となる。
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営繕第一係　営繕第二係
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訳
内
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地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)
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(千円)事業費計

(有無)

(人)
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(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合
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事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

09旅費　普通旅費67,932円、特別旅費23,500円　計92千円
11需用費　事務用消耗品66,000円、現場作業用消耗品75,000円
　　　　　図書費378,906円、テキスト代123,353円他　計793千円
14使用料及び賃借料　ＣＡＤソフトウエア使用料370,700円
　　　　　　　　　　パソコン機器賃借料278,604円
　　　　　　　　　　営繕積算システム賃借料287,320円　計938千円
19負担金補助及び交付金　講習会受講料、研修会費269,000千円
　　　　　　　　　　　　茨城県営繕主務者会議負担金227,900円
　　　　　　　　　　　　営繕積算システム負担金100,000円　計597千円

      49,707       63,894

拡充

1

4

3

-

ニーズはほとんどない、又は不明である。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。
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　発注図書の違算防止などの観点から営繕積算システムやCADの導入を進めていき営繕事務の効率
を高める必要があるため。
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